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平成 26 年度 

調査結果の概要（速報） 

 1 学校調査 

  （1） 小学校 

      ア 学校数 

学校数は405校（本校395校、分校10校）で、統廃合により前年に比べ10校（2.4％）減少しま

した。 

       設置者別では、公立で本校が１0校減少（廃校14、新設4）しました。 
（表1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      イ 学級数、児童数 

        学級数は4,556学級で、前年に比べ33学級減少しました。内訳では、単式学級は55学級減少、複

式学級は前年と同じ、特別支援学級は22学級増加しました。 

      児童数は99,358人で、前年に比べ1,545人（1.5％）と昭和58年から32年連続して減少し昭和23
年の調査開始以来、過去最少となりました。（表2） 
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 （2） 中学校 

      ア 学校数 

        学校数は176校（本校172校、分校4校）で、前年に比べ5校（2.8％）減少（廃校7、新設2）し

ました。（表5） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

   イ  学級数、生徒数 

 学級数は1,970学級で、前年に比べ7学級(0.4％）減少しました。内訳では、単式学級が16学級減

少、特別支援学級が9学級増加しました。 

 生徒数は、53,040人で、前年に比べ880人（1.6％）減少しました。(表6） 
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  （６）専修学校 

      学校数は 43 校で前年に比べ 2 校（4.9％）増加（新設 2）しました。設置者別では、公立が 3 校、私

立が40校となっています。 
    生徒数は4,008人（男1,311人、女2,697人）で、前年に比べ2人（0.0％）増加しました。 
    課程別生徒数は、専門課程が3,295人（全体の82.2％）と最も多く、次いで高等課程698人（同17.4％）、 
      一般課程15人（同0.4％）となっています。 
    教員数は本務者が382人で前年に比べ7人（1.9％）増加しました。兼務者は1,322人で48人（3.8％） 

増加しました。（表15・表16） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （７）各種学校 

学校数は58校で、前年に比べ1校（1.8％）増加（廃校5、新設6）しました。 

生徒数は3,228人（男1,492人、女1,736人）で、前年に比べ263人（8.9％）増加しました。 
教員数は本務者が176人で前年に比べ15人（7.9％）減少しました。兼務者は115人で5人（4.5％） 

増加しました。（表17） 
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 ２ 卒業後の状況調査 

 

（１）  中学校 

    ア 卒業者数 

        平成26年3月の卒業者数は18,382人で、前年に比べ262人（1.4％）増加しました。（表18） 
                                                                                        

    イ 進学状況 

        進学者は18,117人で、前年に比べ280人（1.6％）増加しました。進学率は98.6％となり、前年比

0.2ポイント上昇となりました。 
    また、高等学校本科通信制への進学者（495人）を除く進学率は95.9％で前年比0.1ポイント下降と 

なりました。（表18） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ウ 就職状況 

          就職者は112人（「就職者」と、「進学者」及び「専修学校等入学者」のうち就職している者の計

（表18  C＋E＋F））で前年に比べ16人（16.7％）増加しました。卒業者に占める就職者の割合は

0.6％で、前年と比べ0.1ポイント上昇しました。（表18） 
            就職先の産業別では、第1次産業が8人（全体の7.1％）、第2次産業が48人（同42.9％）、第3

次産業が40人（同35.7％）などとなっています。（表19・図８） 
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就職先の都道府県別では、県内が3,638人(全体の88.5％)、県外が473人(同11.5％)となっています。 
県内への就職者の割合は、前年に比べ0.3ポイント上昇しました。                                          
県外別では、愛知県294人（同7.2％）、大阪府55人（同1.3％）、東京都28人（同0.7％）などと 
なっています。（表25・図12） 

    
 
 
 
 
 
 
 
 


